













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































公金 支 出 (1) 世俗的目的
公書記金支事務出(従1)事(n) 世俗的目的
公金支出(I) 宗教的意義
公 金支出 (1) 宗教的意義





否 定 ぷ口斗 憲
違 意、
否 定 ぷ口斗 震
援助・助長する効果 違 憲
否 定 A 口 憲
否 定 l口L 憲















































































































。 たとえば，平野武「忠魂碑と慰霊祭をめぐる歴史認識」龍谷法学16巻 l号 l頁以下，
同「忠魂碑の性格についてー箕面忠魂碑事件におけるー」宗教法 8号3頁以下を参
照。
(42) 各種新聞は総じて，本判決の違憲判断を肯定的に評価しているようである。その具体
的例として，朝日新聞や日本経済新聞の1990年 2月20日付夕刊などが挙げられよう。ま
た，森英樹「最新判例教室長崎忠魂碑訴訟第 1審判決J(法学セミナー429号118頁)は，
本判決を位置づけて，政教分離をめぐる問題にたいしての裁判所の立場が，いまだ流動
的であるということを表象するもの，と説いている。なお，本判決の評釈として以下の
ような諸論説をみよ。青柳幸一「戦没者慰霊碑等の維持管理に対する補助金交付と憲法
20条 3項一長崎忠魂碑訴訟」法学教室120号118頁，土屋英雄「遺族会に対する自治体
の補助金交付一長崎忠魂碑訴訟j別冊ジュリスト宗教判例百選(第 2版)58頁，藤田
尚則「戦没者慰霊碑等の維持管理者たる遺族会等に対する補助金交付一長崎忠魂碑訴
訟」法学教室126号別冊付録判例セレクト10頁。
(43) 右崎正博・前掲。
(4) 松井茂記・前掲，判例時報1266号169頁・平野武，前掲i尚。そのほか本判決について
は，小森義峯「箕面忠魂碑訴訟第 1審判決」産大法学16巻 2号18頁，横田耕一「政・教
・軍の結合と政教分離原則」法学セミナー1982月9月号，小林直樹「箕面忠魂碑訴訟の
憲法問題JLaw Schoo1 42号，熊野勝之・前掲0
(45) 本判決に好意的な見解が圧倒的に多数を占めている。たとえば，その具体的な例とし
て平野武「政教分離一目的・効果論の射程」法学セミナー414号14頁，土屋英雄「政教
分離と玉串料ー愛媛県玉串料等公金支出事件J法学教室70頁，栗城寿夫「判例評論370
号」判例時報1324号177頁，小林直樹「愛媛玉串料訴訟一審判決評釈」ジュリスト938号64頁，
森英樹「玉串料等の公金支出と政教分離」法学セミナー415号120頁，平野武「政教分離
一目的・効果論の射程」法学セミナー414号14頁などを参照。
。 本判決についての論評として，平野武「岩手靖国訴訟仙台高裁判決をどうみるか」法
34 経営と経済
学セミナ-437頁16頁をみよ。
。カ(48) 栗城寿夫「判例評論370号」判例時報1324号181頁。また， (F)判決の論理に否定的な
立場をとる論者も，本判決における目的効果審査が，最高裁のそれとは適用において大
きな隔たりがあることを指摘している。この点に関しては，さしあたり大原康男・百地
章・坂本是丸共著『国家と宗教の間一政教分離の思想と現実』日本教文社， 1989年82
頁以下を参照されたい。
(49) 小林武「神社神道の改良工事への公金支出の憲法89条適合性」南山法学9巻 4号179頁。
